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【農業振興課】 

令和７年７月３１日（木） 

農業者・製茶組合等向け物価高騰対策事業 

 

目   的 

農業用資材や光熱費等の高騰による農業経営への影響を緩和するため、農業者・製茶

組合等に対する物価高騰対策事業を実施する。 

今回は新たに、輸出茶製造事業者緊急支援事業として、持続可能な農業や輸出に取り

組む荒茶加工事業者に対し、関税措置による影響を受ける茶工場運営の持続ができるよ

う、資金繰り支援としてＧＡＰ認証更新・維持経費の一部を助成します。 

補助事業 

（１） 輸出茶製造事業者緊急支援事業 

市内に主たる事業所を有する製茶組合等法人、共同の団体及び自園自製の荒茶生産

事業者に対し、令和７年中に支払われたGAP認証更新・維持経費の２分の１、30万円を

限度として交付する。 

対象者  ： 市内に主たる事業所を有する製茶組合等法人、共同の団体及び自園自製の

荒茶生産事業者 

実施期間： 令和７年10月から８年２月末まで 

 

（２） 荒茶生産事業者物価高騰対策事業 

市内に主たる事業所を有する製茶組合等法人、共同の団体及び自園自製の荒茶生産

事業者に対し、事業経費のうち電力費及び荷造材料費の令和３年と令和６年を比較し、

その差額の２分の１、30万円を限度として交付する。 

対象者  ： 市内に主たる事業所を有する製茶組合等法人、共同の団体及び自園自製の

荒茶生産事業者 

実施期間： 令和７年８月から１１月末まで 

 

（3） 農業生産資材等価格高騰対策事業 

市内在住または市内に主たる事業所を有する認定農業者・認定新規就農者に対し、令



和６年度分の確定申告決算書と令和３年度分確定申告決算書の経費（肥料費・飼料費・

農薬衛生費・諸材料費・動力光熱費・荷造運賃手数料）を比較し、増額分の２分の１、20

万円を限度として交付する。 

対象者  ： 市内在住または市内に主たる事業所を有する認定農業者、認定新規就農者 

実施期間：令和７年８月から１１月末まで 

 

 

 


